
政策の基本方向

基本政策Ⅶ

２ 市民と協働して地域課題を解決する

１ 自治と協働のしくみをつくる

３ 市民満足度の高い行政サービスを提供する

P507

P499

P521

   本格的な地方分権時代を迎える中で、個

性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に向

けて、新たな自治のしくみをつくり、市民

本位の行政運営を推進するとともに、地域

課題の解決や新たな公共サービス提供のた

めの環境を整備し、市民と行政の協働によ

るまちづくりを推進します。

　また、市民参加による地域主体のまちづ

くりに向けて、地域の課題を解決できる区

役所の機能を整えるほか、迅速で的確な総

合相談サービスの提供や情報環境の整備を

進め、市民満足度の高い行政サービスを提

供していきます。

参加と協働による市民自治のまちづくり

497
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 本格的な少子高齢社会の到来などに伴う、市民の価値観の変化と市民ニーズの多様

化に的確に対応し、個性豊かで活力に満ちた地域社会を形成するため、分権時代にふ

さわしい新たな自治のしくみづくりと市民と行政による協働のまちづくりを推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ－１ 自治と協働のしくみをつくる 

《基本施策》 

《政策の基本方向》 

《施策課題》 

自治と協働のしくみをつくる 

分権時代の新たな自治のしくみづくり

協働のまちづくりの推進 

総合的市民活動支援施策の確立 

地域コミュニティ施策の推進 

情報共有、情報公開の推進 

分権改革の推進 

自治基本条例に基づく自治の推進 

協働型事業の拡充 
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【基本施策 Ⅶ－1－(1)】分権時代の新たな自治のしくみづくり 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●分権型社会にふさわしい自治体運営と市民自

治の確立を図るため、情報共有、参加、協働

という自治運営の基本原則を踏まえながら、

自治基本条例に規定されている制度やしくみ

の適切な運用を進めていく必要があります。 

●自治基本条例の理念をより地域に浸透させ、

地域の自治力の向上につなげていく必要があ

ります。 

●住民投票に係る法令の改正や住民基本台帳法

等の一部改正に伴う条例改正、また、国の制

度改正等の動向を見極めながら、住民投票の

実施に支障を来たさないよう十分な準備を進

める必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●自治基本条例に規定されている制度やしく

みがその趣旨に沿って、適切に運用されるよ

う、川崎市自治推進委員会において調査審議

を行い、その提言の具現化を進めていきます。 

●住民投票制度の適正な運営、住民及び庁内関

係部署への制度周知、住民投票に係る法令の

改正や住民基本台帳法等の一部改正に伴う

条例改正及び投票資格者名簿等に係る住民

投票システムの改修を実施します。 

●自治運営の基本原則である情報共有と参加

を具現化していくため、パブリックコメント

制度を適切に運用します。 

●多様な広報媒体、機会を活用して自治基本条

例の周知を図るとともに、自治意識を醸成し、

多様な主体による自治推進の取組を共有し

ていくため、自治推進フォーラムを開催し、

地域の自治力の向上を図ります 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

自治拡充推進事業

自治推進委員会からの提言を踏

まえながら、自治基本条例に基づ

く自治運営に関する制度等を適切

に運用します。

住民投票制度運営事業

市政に係る重要事項について、直

接、住民の意思を確認するしくみ

である住民投票制度を適正に運

営し、住民の市政への参加の推

進を図ります。

事業名 計画期間の取組

パブリックコメント制度運営事業 事業推進

自治推進フォーラム開催事業 事業推進

●第３期自治推進委

員会の発足、同委員

会による自治運営に関

する取組状況等の調

査審議

●自治推進委員会の

提言を踏まえた取組の

推進

●第3期自治推進委員

会による自治運営に関

する取組状況等の調

査審議及び提言

●自治推進委員会の

提言を踏まえた取組の

推進

●住民投票制度の安

定した運営と円滑な住

民投票の実施に備え

た住民及び庁内関係

部署への制度周知

●住民基本台帳法等

の一部改正に伴う条例

改正及びシステム改

修についての検討

●住民投票制度の適

正な運営と円滑な住民

投票の実施に備えた

住民及び庁内関係部

署への制度周知

●住民基本台帳法等

の一部改正に伴う条例

改正及び投票資格者

名簿等に係るシステム

改修実施

自治基本条例の理念をより浸透させるためにフォーラムを開催し、地域の自治力の向上につな

げていきます。

●第４期自治推進委

員会による自治運営に

関する取組状況等の

調査審議及び提言

事業推進●第４期自治推進委

員会の発足、同委員

会による自治運営に関

する取組状況等の調

査審議

事業推進

パブリックコメント制度を適切に運営し、自治運営の基本原則である情報共有と参加の実効性を

高めます。

事業概要

事業名 現状
事業内容・目標

 

① 自治基本条例に基づく自治の推進 

【基本施策 Ⅶ－1－(1)】分権時代の新たな自治のしくみづくり 
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【基本施策 Ⅶ－1－(1)】分権時代の新たな自治のしくみづくり 

 

 

 

 

■現状と課題 

●「地域の自主性及び自立性を高めるための改

革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律（一括法〔第１次〕）」に基づき、義

務付け・枠付けの見直しが行われ、「地域主

権戦略大綱」による「一括法（第２次）」に

基づき、義務付け・枠付けの見直し（第２次）、

基礎自治体への権限移譲などが行われる予

定となっています。これらに適切に対応して

いくほか、2012年に「地域主権推進大綱」

の策定が予定されていることから、更なる改

革の推進に向け、国等への主体的な働きかけ

などを行っていく必要があります。 

●現在、基礎自治体には、自主的・自立的な行

財政運営を行う上で必要となる事務権限が

十分ではなく、また、その役割に見合った税

源配分となっていません。特に、指定都市で

ある本市は、さまざまな都市的課題や大都市

特有の行財政需要を抱えており、これらに対

応するため、包括的な事務権限の確保と税制

上の措置が不可欠であることから、国等への

働きかけなど、新たな大都市制度の創設に向

けた取組を行っていく必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●「一括法」等に基づく義務付け・枠付けの見

直しや「地域主権推進大綱」に盛り込まれた

項目への対応や条例等の整備を行うなど、政

府の地域主権改革に適切に対応します。 

●また、更なる改革の推進に向け、国等への主

体的な働きかけなどを行います。 

●新たな大都市制度の創設等に向けた取組と国

への働きかけ、市民の理解を得るための広報

などを行います。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

分権改革推進事業

大都市制度のあり方の調査研究

等に取り組むとともに、国等へ働き

かけなど、分権型社会の実現をめ

ざした取組を推進します。

事業名 計画期間の取組

都市政策研究事業 事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

●「地方分権の推進に

関する方針」の策定

●「一括法」による義

務付け・枠付けの見直

しに伴う条例等の整備

の検討

●「地域主権戦略大

綱」による義務付け・枠

付けの見直し、基礎自

治体への権限移譲等

への対応の検討

●九都県市首脳会

議、指定都市市長会

等を通じた国等への働

きかけなど

●地方自治法に基づく

県市間の権限移譲の

推進

●大都市制度のあり方

を含む、地方自治制度

全般の調査研究

●地方分権に関する

市民への広報

●「一括法」等に基づく

義務付け・枠付けの見

直し及び基礎自治体

への権限移譲等に伴う

条例等の整備

●九都県市首脳会

議、指定都市市長会

等を通じた国等への働

きかけなど

●地方自治法に基づく

県市間の権限移譲の

推進

●大都市制度のあり方

を含む、地方自治制度

全般の調査研究

●地方分権に関する

市民への広報

事業概要

政策課題研究事業などの調査研究や、政策情報誌の発行等を通じて、さまざまな政策課題へ

の対応を図っていきます。

事業推進

●「地域主権推進大

綱」に盛り込まれた項

目の対応の検討と条

例等の整備

 

② 分権改革の推進 
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【基本施策 Ⅶ－1－(1)】分権時代の新たな自治のしくみづくり 

 

 

 

 

■現状と課題 

●情報公開制度や個人情報保護制度などに対す

る市民意識が高まっており、行政内部での浸

透を図るとともに、市民への積極的な情報提

供を進め、統合的情報公開制度を実効性のあ

るものとする必要があります。 

●公文書館は、開館 25 年が経過し、施設、設

備の劣化が進んでおり、公の施設としてふさ

わしい環境を保つため、設備の更新や改修を

行う必要があります。同様に、市民の利用に

供する歴史的公文書等のマイクロフィルム化

及び損傷の激しいものの修復を行っていく必

要があります。 

●市民へ的確に情報を伝え、情報共有を進める

ために公文書をカラーバリアフリーに配慮し

たものとする必要があります。 

●計画的に外部監査、内部点検及び研修等の情

報セキュリティ対策を実施してきましたが、

公文書・歴史的公文書をはじめ、さまざまな

重要な情報資産をより適正に管理・保管する

ために、情報セキュリティ対策が必要です。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●市民との情報共有をめざし、情報提供をはじ

めとして統合的情報公開制度を推進するとと

もに歴史的公文書等の情報提供も引き続き行

います。 

●新たな公文書管理制度の構築にあわせ、適正

な公文書管理と連携した情報公開制度の検証

と歴史的公文書等に関する規定の整備を行い

ます。 

●経年劣化が進んでいる公文書館は、「建物劣化

調査及び診断」結果に基づいた施設、設備の

更新、改修を行うとともに、歴史的公文書等

のマイクロフィルム化及び損傷の激しいもの

の修復を行います。 

●公文書のカラーバリアフリーを実現するため、

本市のカラーバリアフリーガイドラインに基

づく研修を実施します。 

●情報セキュリティ基準等に基づき、個々の情

報資産に合った情報セキュリティ実施要領等

を策定し、実効性の高い情報セキュリティ対

策を講じます。 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

情報公開推進事務

市民ニーズに的確に対応し、市民

との情報共有や情報公開、個人

情報保護等に関する取組を推進

します。

事業名 計画期間の取組

公文書館運営事業 事業推進

新たな公文書管理制度の構築事

業

事業推進

情報セキュリティ対策事業 事業推進

公文書管理法の施行を踏まえて、新たな公文書管理制度を構築し、市民との情報共有及び積

極的な情報公開を推進するとともに、公文書のカラーバリアフリー化に努めます。

市が管理すべき情報資産がどのような状況にあるかを把握し、自ら情報セキュリティ対策を行う

しくみを構築し、推進することにより、情報セキュリティ対策の向上をめざします。

事業名 現状
事業内容・目標

事業概要

公文書館の効率的な運営と歴史的公文書等の情報提供に関する取組を推進します。

事業推進

●公文書管理と連携し

た情報公開制度の実

施

●公文書管理と連携し

た情報公開制度の構

築

●統合的情報公開制

度に関する研修・啓発

の実施

●恒常的に全部開示

している公文書の情報

提供や公表の推進

●個人情報保護に関

するマニュアルの整備

及び周知

●統合的情報公開制

度の浸透

　

●情報公開条例の再

検証

●情報提供制度の推

進

　

●個人情報保護の徹

底

 

③ 情報共有、情報公開の推進 
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【基本施策 Ⅶ－1－(2)】協働のまちづくりの推進 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●大型共同住宅等の建設に伴う住民の大量転入

による若年世代家族、単身世帯の増加や、ラ

イフスタイル・価値観の多様化などによって、

地縁意識が希薄化している中で、町内会・自

治会への加入率の向上などが課題となってい

ます。 

●地域コミュニティの核となる町内会・自治会

などの地縁型住民組織の機能強化や地域コミ

ュニティの活性化を進め、市民主体のまちづ

くりの推進と市民の自治意識の向上につなげ

ていく必要があります。 

●町内会・自治会などの地縁型住民組織と目的

に応じて組織された市民活動団体の活動の充

実を図り、これらの団体が緩やかに連携し、

地域のさまざまな課題に対応できるよう支援

していく必要があります。 

●地域住民の自治活動の拠点である町内会・自

治会会館の安全・安心の確保は、地域活動の

活性化やコミュニティづくりに必要です。 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●地域コミュニティ推進事業については、「都市

型コミュニティ検討委員会」の最終報告書に

基づき作成された地域コミュニティ活性化に

向けたガイドラインにより取組を推進します。 

●ガイドラインにより推進される事業や区役所

が行う地域コミュニティ施策の中からモデル

となる事業の実施・検証を行うことで、地域

コミュニティ施策の推進を図ります。 

 

 

●地域コミュニティの中心的存在である町内

会・自治会への加入率の向上などの課題につ

いての対応策を実施していきます。 

●地域コミュニティの活性化をめざし、新住民

や町会等と連携した事業を推進します。 

●町内会・自治会会館の耐震化を進め安全・安

心の確保を図るため、対応が必要な館につい

て、町内会・自治会会館耐震診断士派遣事業

を2011年度まで、耐震設計・改修補助事業

を2012年度まで実施します。 

■具体的な事業と事業内容・目標 

① 地域コミュニティ施策の推進 

【基本施策 Ⅶ－1－(2)】協働のまちづくりの推進 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

地域コミュニティ推進事業

町内会・自治会、市民活動団体等

が緩やかに連携して、地域の課題

を解決する都市型のコミュニティ

づくりを推進します。

地域振興事業

地域住民組織活動の活性化と自

治意識の高揚を図るため、全町内

会連合会の活動を支援します。

事業名 現状
事業内容・目標

●モデル事業の検証

●モデル事業の施策

化による総合的展開に

向けた取組の推進

事業推進●「都市型コミュニティ

検討委員会」の最終報

告に基づく地域コミュ

ニティ活性化に向けた

ガイドラインの作成

●ガイドラインによる地

域コミュニティ活性化

に向けた取組の推進

●地域コミュニティ活

性化に向けたモデル事

業の実施

●「川崎市全町内会連

合会」の活動支援

●町内会・自治会の振

興施策の検討・実施

●「川崎市全町内会連

合会」の活動支援

●町内会・自治会活動

の活性化及び加入率

向上に向けた施策の

改善・実施

事業推進
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【基本施策 Ⅶ－1－(2)】協働のまちづくりの推進 

 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

町内会・自治会会館耐震化事業

町内会・自治会会館の耐震化を促

進し、施設の安全・安心の確保を

図ります。

地域コミュニティ活性化推進事業

（各区）（再掲）

新住民や町会等と連携した事業を

推進します(各区の具体的な取組

は区計画をご覧ください）。

事業名 計画期間の取組

川崎市市民自治財団補助・運営

事業

事業推進

商店街と連携した地域のまちづく

り推進（再掲）

事業推進

●町内会・自治会会館

耐震診断士派遣事業

の推進

●町内会・自治会会館

耐震設計・改修補助事

業の推進

●町内会・自治会会館

耐震診断士派遣事業

の推進・完了

●町内会・自治会会館

耐震設計・改修補助事

業の推進

商店街と連携した地域コミュニティの活性化により、地域のまちづくりを推進します。

●町内会・自治会会館

耐震設計・改修補助事

業の推進・完了

事業概要

市民自治活動の健全な発展と振興を図り、町内会・自治会などに必要な支援を行う川崎市市民

自治財団の活動及び運営を支援します。

事業推進●区が主体となり新住

民や町会等と連携した

事業を推進

●新住民や町内会・自

治会と連携した地域コ

ミュニティづくりや地域

コミュニティの活性化

の取組により、参加と

協働の市民自治のま

ちづくりを推進

事業名 現状
事業内容・目標
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【基本施策 Ⅶ－1－(2)】協働のまちづくりの推進 

 

 

 

 

■現状と課題 

●市民活動団体は、自発的に地域の課題解決に

取り組み、新たな公共の担い手として社会的

役割がより一層増しています。そのため、効

果的に地域の課題解決を促進し、豊かな地域

社会の実現をめざし、市民活動の活性化が重

要となっています。 

 

 

 

●市民活動の活性化のためには、市民活動支援

指針に掲げる「活動の場の提供」、「資金の確

保」、「人材育成」、「情報の共有化」の４つの

柱を基本に継続的に支援することが必要とな

ります。 

●また、市民活動団体への支援には、市民活動

の中間支援組織である「かわさき市民活動セ

ンター」の役割が重要なものとなっています。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●市民活動を支援していくため、市民活動団体

の行う事業への助成を行い資金確保につなげ

ます。 

●また、市民活動ポータルサイトを活用し、団

体の情報共有を図り、活動の連携につなげる

とともに、団体の相互交流や研修などを通じ

た人材育成を推進します。 

 

●これまでの拠点機能の整備などの検証に基づ

き、市民活動支援拠点に求められる機能につ

いて検討し、充実を図ります。 

●「かわさき市民活動センター」について、市

民活動の中間支援組織としての機能の充実等

について検討し、市民活動支援の強化を図り

ます。 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

市民活動支援事業

市民活動支援指針に基づき、人

材、資金、場、情報に関する施策

に取り組むことにより、市民活動の

活性化を図ります。

事業名 計画期間の取組

特定非営利活動法人の設立認証

等に関する事業

事業推進

事業概要

特定非営利活動法人の設立等の手続きに関する相談、支援を行うことで、特定非営利活動の

健全な発展を促進します。

●市民活動支援指針

に基づく支援の推進

　①市民活動団体の

　行う事業に対する

　助成金制度の充実

　②市民活動ポータ

　ルサイトの構築・運

　営

　③人材育成方針に

　基づく育成の推進

●区及び地域の市民

活動支援拠点の充実

●市民活動センターの

機能強化

●市民活動支援指針

に基づく支援の推進

　①市民活動団体の

　行う事業に対する

　助成金制度の充実

　②市民活動ポータ

　ルサイトの運営に

　よる情報の共有化

　③人材育成等への

　支援の充実

●市民活動推進委員

会における市民活動支

援拠点に関する検証

及び機能充実に向け

た取組の推進

●市民活動センターの

機能強化

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

② 総合的市民活動支援施策の確立 
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【基本施策 Ⅶ－1－(2)】協働のまちづくりの推進 

 

 

 

 

■現状と課題 

●多様化、複雑化する市民ニーズに的確に対応

していくためには、市民活動団体の多様性、

地域性、先駆性等の特性を地域の課題解決に

活かすなど、市民活動団体と行政の協働型事

業の拡充が必要となっています。 

●また、市内で事業活動を行う事業者の地球環

境配慮や地域社会への貢献につながる事業活

動を促進し、持続可能な地域社会の構築に向

けた協働型事業を拡充していく必要がありま

す。 

●市民、事業者、行政は、地域社会を構成する

一員として社会的責任を自覚し、協働して地

域の課題解決に向けた取組を促す施策や、地

方自治体は、事業者としての立場から自ら先

導的な取組を展開していく必要があります。 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●協働型事業の拡充に向けては、協働の意義や

手法、市民活動団体と行政の役割などを明確

にした「協働型事業のルール」に基づき、既

存の事業や事業手法を見直し、協働型事業を

推進します。 

●ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進について

は、かわさきコンパクトと連携した取組を進

めながら、事業者のＣＳＲの視点に立った取

組の促進を図ります。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

協働型事業の推進

協働の意義、手法等を基本的な

内容とする「協働型事業のルー

ル」に基づき協働型事業の拡充を

進めます。

ＣＳＲ推進事業

ＣＳＲ（企業の社会的責任）の視点

に立った事業者の取組を促進する

とともに地方自治体としての取組

を進めます。

事業名 計画期間の取組

国連環境計画（ＵＮＥＰ）連携協調

事業（再掲）

事業推進

自治推進フォーラム開催事業（再

掲）

事業推進

大学連携推進事業（再掲） 事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

事業推進●CSRの普及の促進、

関連情報の収集

●かわさきコンパクトと

連携した取組の推進

●CSRの普及の促進、

関連情報の収集

●かわさきコンパクトと

連携した取組の推進

●ルールに基づく協働

型事業の拡充

●ルールの広報や市

民・職員向け説明会の

開催

●「協働型事業のルー

ル」に基づく協働型事

業の拡充

●ルールの広報及び

説明会の開催

自治基本条例の理念をより浸透させるためにフォーラムを開催し、地域の自治力の向上につな

げていきます。

事業概要

臨海部立地企業の有する環境技術を活かし、ＵＮＥＰと連携しながら川崎発の国際貢献施策を

推進します。

大学等の高等教育機関に蓄積された知識・技術・人材を地域の貴重な財産としてとらえ、教育、

産業、市民活動等の分野で大学と地域の多様な連携を推進します。
 

③ 協働型事業の拡充 
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 市民参加による地域主体のまちづくりを進めるため、地域の課題を発見し、解決で

きる区役所づくりを推進します。また、便利で快適なサービスが効率的、効果的かつ

総合的に提供できるよう区役所の整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ－２ 市民と協働して地域課題を解決する 

《基本施策》 

《政策の基本方向》 

《施策課題》 

市民参加による区行政の推進 

便利で快適な区役所サービスの効率
的・効果的・総合的な提供 

区における市民活動支援施策の推進 

区における地域課題への的確な対応 

市民と協働して地域課題を解決する

区における総合行政の推進 

区民会議の充実 

区役所と支所、出張所等の窓口サービス機能
再編の取組 

利便性の高い快適な窓口サービスの提供 

区における市民活動支援の推進 

区における総合的な子ども支援の推進 

区における地域のまちづくりの推進 

区役所等庁舎の計画的・効率的な整備 
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【基本施策 Ⅶ－２－(1)】区における地域課題への的確な対応 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●地域のまちづくり拠点である区役所の機能を

強化するとともに、区役所と事業局が連携し、

魅力ある住みやすいまちづくりに向けた一層

の取組を推進することが必要となっています。 

●特に、地域の魅力や個性を活かしたまちづく

りの推進のほか、地域に固有な課題の解決に

向け、地域団体や企業など、多様な主体が自

ら課題を発見し、その解決に取り組んでいく

ことが重要となっています。 

●また、住民に身近な区役所において、住民の

ニーズを把握しながら、地域課題の解決に向

け、住民と協働した取組を推進していくこと

が求められています。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●区役所が地域からの総合的な視点を活かし、

主体的に事業局と調整し、局と区の連携によ

る地域の課題解決に向けた取組を進めます。 

●また、区民の参加と協働により、地域特性を

活かしたまちづくりや地域課題の解決に向

けた取組を進めます。 

●地域団体や関係機関が連携してパトロール

等を実施するなど、安全・安心なまちづくり

を推進します。 

●地域住民が主体となって活動するボランテ

ィアグループ、社会福祉協議会など、多様な

主体が連携しながら、福祉、保健関連の事業

を推進します。 

●地域特性を踏まえながら、地域の緑化やごみ

の減量など、環境を守り地域と調和したまち

づくりを推進します。 

●多様な地域資源を活用しながら、地域の魅力

や個性を活かしたまちづくり事業を推進し

ます。 

●地域コミュニティの活性化をめざし、新住民

や町会等と連携した事業を推進します。 

●商店街が持つ地域コミュニティの核として

の機能に着目し、商店街と連携した地域コミ

ュニティの活性化や地域の課題に対応する

協働のまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 区における地域のまちづくりの推進 

【基本施策 Ⅶ－2－(1)】区における地域課題への的確な対応 

落書き消しの活動 

（麻生落書き消し事業） 

ゴーヤーによる緑のカーテン 

（川崎区エコプロジェクト事業） 
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【基本施策 Ⅶ－２－(1)】区における地域課題への的確な対応 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

安全・安心まちづくり事業（各区）

安全・安心なまちづくりを推進しま

す(各区の具体的な取組は区計画

をご覧ください）。

地域福祉・健康づくり事業（各区）

地域の福祉・健康づくりを推進しま

す(各区の具体的な取組は区計画

をご覧ください）。

環境まちづくり事業（各区）

環境に係る取組を推進します(各

区の具体的な取組は区計画をご

覧ください）。

地域資源活用事業（各区）

区の地域資源を活用したまちづく

りを推進します(各区の具体的な

取組は区計画をご覧ください）。

地域コミュニティ活性化推進事業

（各区）

新住民や町会等と連携した事業を

推進します(各区の具体的な取組

は区計画をご覧ください）。

商店街と連携した地域のまちづく

り推進

商店街と連携した地域コミュニティ

の活性化により、地域のまちづくり

を推進します。

地域コミュニティ推進事業（再掲）

町内会・自治会、市民活動団体等

が緩やかに連携して、地域の課題

を解決する都市型のコミュニティ

づくりを推進します。

事業名 計画期間の取組

地区まちづくり推進事業（再掲） 事業推進

道路維持補修事業（再掲） 事業推進

放置自転車対策事業（再掲） 事業推進

自転車利用環境整備事業（再掲） 事業推進

水路整備事業（再掲） 事業推進

●「都市型コミュニティ

検討委員会」の最終報

告に基づく地域コミュ

ニティ活性化に向けた

ガイドラインの作成

●ガイドラインによる地

域コミュニティ活性化

に向けた取組の推進

●地域コミュニティ活

性化に向けたモデル事

業の実施

●区が主体となり地域

の資源を活かした事業

を実施

●地域の歴史・文化、

産業、自然、地域活動

など多様な地域資源を

活用し、地域の魅力や

個性を活かしたまちづ

くりを区民の参加と協

働により推進

事業推進

事業推進

事業推進

●区が主体となり地域

の実情にあわせた交

通安全、地域防災等

の事業を推進

●地域の実情にあわ

せた交通安全、地域防

災力の向上のための

取組などにより、安全・

安心で快適なまちづく

りを区民の参加と協働

により推進

●区が主体となり地域

における福祉、保健関

連の事業を実施

●地域における福祉、

健康づくりをはじめとし

た保健関連の取組な

どにより、地域で幸せ

な暮らしを共に支え合

うまちづくりを区民の

参加と協働により推進

駐輪場の利用促進や自転車を利用しやすい環境づくりに向けた取組を推進します。

水路の環境整備を図り、水辺との一体的な空間を創出し、水と緑のネットワークの形成に努めま

す。

事業概要

市民自らが合意形成を図りながらまちを育てていくことを支援し、市民主体のまちづくりを推進し

ます。

道路等の適正な維持補修を実施するとともに、経営的視点を踏まえた管理手法を検討します。

放置自転車の解消に向けた駐輪場整備や放置禁止区域の指定など、放置自転車防止対策を

推進します。

事業名 現状
事業内容・目標

●区が主体となり新住

民や町会等と連携した

事業を推進

●新住民や町内会・自

治会と連携した地域コ

ミュニティづくりや地域

コミュニティの活性化

の取組により、参加と

協働の市民自治のま

ちづくりを推進

事業推進

●区が主体となり、環

境を守り、地域の自然

と調和したまちづくりを

実施

●エコロジー活動や地

域の自然を活かしたさ

まざまな活動により、

環境を守り、地域の自

然と調和したまちづくり

を区民の参加と協働に

より推進

事業推進

事業推進●商店街と連携した地

域まちづくり方策の検

討

●区における商店街を

活用した地域課題解

決型事業の実施

●モデル事業の検証

●モデル事業の施策

化による総合的展開に

向けた取組の推進

事業推進
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【基本施策 Ⅶ－２－(1)】区における地域課題への的確な対応 

 

 

 

 

■現状と課題 

●核家族化の進行、都市化の進展、就労環境の

変化など、子ども・子育てを取り巻く環境等

が大きく変化している中で、地域に身近な区

役所については、地域の総合的な子ども支援

拠点として、子ども・子育て支援を行ってい

く必要があります。 

 

●また、地域においては、市民自らが子育て支

援をはじめとした活動を活発に行っているこ

とから、区役所においては、こうした地域の

活動と連携しながら、子ども・子育て支援を

行っていく必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●地域に身近な区役所においては、「地域の総

合的な子ども支援拠点」として、保育所や学

校をはじめとする子育てなどにかかわる区

内の関係機関と連携しながら、子どもに関す

る相談や保健福祉サービスの提供など、地域

の実情にあわせた総合的な子ども支援施策

を実施し、安心して子育てできる環境づくり

に取り組みます。 

●区役所における子ども・子育て支援機能の強

化を図るため、2011 年 4 月から保育所及

び地域子育て支援センター、2012 年 4 月

にこども文化センターの管理運営を区役所

に移管します。 

●あわせて、地域の市民活動と連携し、地域で

の子育てを支え合う環境づくりを進めます。

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

総合的な子ども支援事業（各区）

総合的な子どもの支援を実施しま

す(各区の具体的な取組は区計画

をご覧ください）。

事業名 計画期間の取組

地域における子育て支援の推進

（地域支援事業）（再掲）

事業推進

地域における子育て支援の推進

（相談支援事業）（再掲）

事業推進

地域における子育て支援の推進

（保育事業）（再掲）

事業推進

区における教育支援推進事業（再

掲）

事業推進

地域子育て支援センター等を効率的に活用し、相談事業や、親子で遊べる場づくりを推進する

とともに、地域における子育て援助活動の支援を行います。

子育てに対する不安などを軽減するための相談・支援体制の充実を図ります。

●区が主体となり地域

の実情にあわせた総

合的な子どもの支援を

実施

●区役所を地域におけ

る子ども支援の拠点と

して、地域の実情にあ

わせた総合的な子ども

支援施策を実施

学校が抱えるさまざまな課題を地域社会との連携を強化して解決していくために、区における教

育支援を充実します。

事業名 現状

事業概要

事業内容・目標

事業推進

保育所における地域子育て支援体制づくりを推進します。

 

② 区における総合的な子ども支援の推進 
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【基本施策 Ⅶ－２－(2)】区における市民活動支援施策の推進 

 
 
 

 

 

■現状と課題 

●地域主体のまちづくりを進めるために、市民

が活動しやすい環境づくりや、市民の自主的

な活動を支援するしくみの構築が求められて

います。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●市民活動の中間支援組織である「かわさき市

民活動センター」について、各区支援拠点と

の連携を図ります。 

●地域の課題解決に向け、市民活動団体等から

の提案を受けるなどしながら、「協働型事業の

ルール」に基づいた事業を拡充します。 

●地域コミュニティ推進事業については、地域

コミュニティの活性化に向けたガイドライン

に基づく取組を推進し、区役所が行う地域コ

ミュニティ施策の中からモデルとなる事業の

推進・検証を行うことで、地域コミュニティ

の推進を図ります。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

市民活動支援事業（再掲）

市民活動支援指針に基づき、人

材、資金、場、情報に関する施策

に取り組むことにより、市民活動の

活性化を図ります。

協働型事業の推進（再掲）

協働の意義、手法等を基本的な

内容とする「協働型事業のルー

ル」に基づき協働型事業の拡充を

進めます。

地域コミュニティ推進事業（再掲）

町内会・自治会、市民活動団体等

が緩やかに連携して、地域の課題

を解決する都市型のコミュニティ

づくりを推進します。

事業名 計画期間の取組

こども文化センター運営事業（再

掲）

事業推進乳幼児の子育て支援活動の場や、小学生、中高生の居場所、市民活動支援の拠点等として活

用を進めます。

事業推進

●ガイドラインによる地

域コミュニティ活性化

に向けた取組の推進

●地域コミュニティ活

性化に向けたモデル事

業の実施

●モデル事業の検証

●モデル事業の施策

化による総合的展開に

向けた取組の推進

事業概要

事業推進●「都市型コミュニティ

検討委員会」の最終報

告に基づく地域コミュ

ニティ活性化に向けた

ガイドラインの作成

●ルールに基づく協働

型事業の拡充

●ルールの広報や市

民・職員向け説明会の

開催

●「協働型事業のルー

ル」に基づく協働型事

業の拡充

●ルールの広報及び

説明会の開催

●市民活動支援指針

に基づく支援の推進

　①市民活動団体の

　行う事業に対する

　助成金制度の充実

　②市民活動ポータ

　ルサイトの運営に

　よる情報の共有化

　③人材育成等への

　支援の充実

●市民活動推進委員

会における市民活動支

援拠点に関する検証

及び機能充実に向け

た取組の推進

●市民活動センターの

機能強化

●市民活動支援指針

に基づく支援の推進

　①市民活動団体の

　行う事業に対する

　助成金制度の充実

　②市民活動ポータ

　ルサイトの構築・運

　営

　③人材育成方針に

　基づく育成の推進

●区及び地域の市民

活動支援拠点の充実

●市民活動センターの

機能強化

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

 
 

① 区における市民活動支援の推進 

【基本施策 Ⅶ－2－(2)】区における市民活動支援施策の推進 
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【基本施策 Ⅶ－２－(3)】便利で快適な区役所サービスの効率的・効果的・総合的な提供 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●2008年4月策定の「区役所サービス向上指

針」に基づき、各区役所において窓口サービ

ス向上に主体的に取り組み、具体的な成果を

あげてきましたが、その評価・検証手法とと

もに、更なるサービス向上を進めていく必要

があります。 

●来庁者が区役所で各種手続きをする際、担当

窓口や申請書の書き方などがわかりにくく、

結果として手続きに時間がかかってしまう現

状があります。 

●区役所区民課では、来庁者が転出入などの手

続き時に複数の窓口に手続きに行かなくて済

むよう、いわゆる「ワンストップサービス」

を実施していますが、各種制度が複雑化して

いる中、「ワンストップサービス」のあり方に

ついて検討し、利便性をより向上させていく

必要があります。 

●毎月第２・第４土曜日の区役所転出入窓口の

開設は、2007年10月の開始から3年半が

経過し、年々利用件数が増えてきていますが、

一方で市民の認知度は4割程度となっており、

その向上が課題となっています。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●更なる区役所サービス向上に向け、各区役所

の窓口サービス向上の取組の評価・検証手法

の確立とあわせて、「区役所サービス向上指

針」の見直しを行います。 

●手続きに要する時間の短縮化やたらいまわ

しの防止など来庁者にとって快適な区役所

サービスを提供するため、「フロア案内」の

設置を行うとともに、ワンストップサービス

の拡充などに向けた検討を進めます。 

●毎月第 2・第 4 土曜日午前中の区役所区民

課・保険年金課の窓口開設を引き続き実施し、

転出入等の届出を受け付けます。また、広報

の強化を図り、あわせて、開設曜日・時間・

窓口等サービス拡充の必要性を検討するた

め、窓口利用動向などの検証を引き続き実施

します。 

●混雑期対策として 4 月第１土曜日の臨時窓

口開設を引き続き実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 利便性の高い快適な窓口サービスの提供 

【基本施策 Ⅶ－2－(3)】便利で快適な区役所サービスの効率的・効果的・総合的な提供

職員によるフロア案内 
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【基本施策 Ⅶ－２－(3)】便利で快適な区役所サービスの効率的・効果的・総合的な提供 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

区役所サービス向上事業

PDCAサイクルに基づく窓口サー

ビス向上の取組を推進し、一層の

区役所サービスの改善を図りま

す。

区役所転出入窓口の土曜日等開

設事業

便利で快適な窓口サービスを提

供するため、区役所転出入窓口

の土曜日開設等を実施します。

戸籍住民基本台帳事務

戸籍、住民基本台帳、外国人登

録、印鑑登録等事務の迅速かつ

確実なサービス提供を進めます。

区役所サービス向上事業(各区）

窓口サービス等を効果的・効率

的・総合的に提供するための事業

を実施します(各区の具体的な取

組は区計画をご覧ください）。

事業推進●区が主体となり、効

果的・効率的・総合的

な窓口サービス提供

のための事業を実施

●区が主体となり、効

果的・効率的・総合的

な窓口サービス提供

のための事業を実施

●区役所サービス向

上指針に基づくサービ

スの向上の取組推進

●区役所サービス向

上指針の改定

●「フロア案内」による

窓口案内等の実施

●ワンストップサービ

ス拡充に向けた検討

事業名 現状
事業内容・目標

●区役所サービス向

上指針に基づく窓口

サービス提供

●「フロア案内」による

窓口案内等の実施及

び効果の検証

事業推進

事業推進

事業推進

●戸籍事務、住民基

本台帳事務、印鑑登

録事務の迅速かつ確

実なサービスの提供

●戸籍事務、住民基

本台帳事務、外国人

登録事務、印鑑登録

事務の迅速かつ確実

なサービスの提供

●戸籍事務、住民基

本台帳事務、外国人

登録事務、印鑑登録

事務の迅速かつ確実

なサービスの提供

●毎月第２・第４土曜

日区役所窓口開設の

実施

●4月第1土曜日臨時

窓口開設の実施

●毎月第２・第４土曜

日区役所窓口開設の

実施

●4月第1土曜日臨時

窓口開設の実施
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【基本施策 Ⅶ－２－(3)】便利で快適な区役所サービスの効率的・効果的・総合的な提供 

 

 

 

 

■現状と課題 

●区役所・支所・出張所では、それぞれで提供

している窓口サービスが異なり、来庁者にと

ってわかりにくい状況となっています。 

●区役所庁舎については、来庁者からわかりに

くく、利用しづらいレイアウトとなっている

ほか、支所・出張所については、バリアフリ

ー化が完了していない庁舎もあり、対応が必

要となっています。 

 

●各種証明書の発行拠点については、コンビニ

エンスストアでの証明書交付が可能となり、

他都市ではこうした取組が進められているこ

とを踏まえながら、市民の利便性の向上を推

進する必要があります。 

●行政サービスコーナーや連絡所の今後のあり

方について、証明書の発行拠点の展開の方向

性を踏まえながら、総合的な見直しを進める

必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●「区役所と支所・出張所等の窓口サービス機

能再編実施方針」に基づき、2011年度に出

張所の届出業務を区役所に集約し、窓口業務

の分かりにくさを解消します。 

●2011 年度に予定されている出張所届出窓

口の区役所集約や区役所税務部門の（仮称）

市税事務所への移転に伴い、来庁者の利便性、

快適性の向上のため、区役所等庁舎のリフォ

ームを進めます。 

●現在の支所、出張所におけるエレベーター設

置を進め、バリアフリー化を図るとともに、

地域の市民活動支援拠点としての機能を順

次強化します。 

●川崎と小杉の行政サービスコーナーについ

ては、利便性の高い場所への移転に向けた取

組を進めるとともに、その立地優位性を活か

し、本市の魅力発信拠点としての新たな機能

についても検討を行います。 

●自動交付機による証明書発行拠点について

は、コンビニエンスストアでの交付も含め、

今後のあり方について検討し、検討結果を踏

まえた取組を進めます。 

●宮前連絡所については、2011年度末をもっ

て廃止し、その用地等を有効活用して、特別

支援学校等卒業生対策として、地域交流スペ

ースを有する日中活動支援拠点施設へ機能

再編を図るとともに、同施設内での行政サー

ビス端末による証明発行業務を継続します。

また、柿生連絡所については、今後のあり方

について検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 区役所と支所、出張所等の窓口サービス機能再編の取組 

行政サービス端末による証明書発行 
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【基本施策 Ⅶ－２－(3)】便利で快適な区役所サービスの効率的・効果的・総合的な提供 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

区役所窓口サービス機能の再編

区役所・支所・出張所等の窓口

サービス機能の見直しを行い、効

率的で利便性の高いサービスの

提供を行います。

区役所快適化リフォーム事業

区役所・支所・出張所のリフォーム

により、利用者にとって便利で快

適な環境整備を行います。

●「区役所と支所・出

張所等の窓口サービ

ス機能再編実施方針」

の策定・これに基づく

取組の推進

●出張所の市民活動

コーナーの整備

●自動交付機による

証明書発行拠点の検

討

●行政サービスコー

ナーの適地移転の調

整・新たな機能の検討

●宮前連絡所機能再

編の基本的な考え方・

基本計画策定

●「区役所と支所・出

張所等の窓口サービ

ス機能再編実施方針」

に基づく取組の推進

●出張所届出窓口の

区役所集約

●出張所の市民活動

コーナーの整備

●自動交付機による

証明書発行拠点の検

討

●行政サービスコー

ナーの適地移転に向

けた取組の推進、新た

な機能の検討

●年度末をもって宮前

連絡所を廃止

●障害者の日中活動

支援拠点施設への宮

前連絡所機能再編に

向けた取組の推進

●柿生連絡所のあり方

検討

●区役所快適化リ

フォーム事業の完了

（各支所へのエレベー

ター設置）

●柿生連絡所機能再

編実施計画策定

事業推進

●開所（2014年度)

●検討結果を踏まえた

取組の推進

●柿生連絡所機能再

編基本計画策定

事業名 現状
事業内容・目標

●区役所快適化リ

フォーム計画の策定及

び基本・実施設計の実

施

●区役所快適化リ

フォーム事業の実施

（橘・向丘出張所への

エレベーター設置）
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【基本施策 Ⅶ－２－(3)】便利で快適な区役所サービスの効率的・効果的・総合的な提供 

 

 

 

 

■現状と課題 

●市民に最も身近な行政サービスを提供する施

設である区役所等の庁舎については、各庁舎

の設備老朽化等の状況や窓口サービス機能再

編の取組を踏まえながら、計画的・効果的な

整備を行うとともに長寿命化を図っていく必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●幸区役所庁舎整備基本計画に基づいて、再整

備を推進します。 

●区役所・支所・出張所等に求められる機能に

あわせて、庁舎の計画的・効率的な整備を進

めます。 

 

●区役所等庁舎の老朽化した施設や設備につ

いて補改修を適切に行い、長寿命化を進めま

す。 

●老朽化の進む川崎区役所道路公園センター

について、再整備を実施します。 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

幸区役所庁舎整備事業

幸区役所庁舎の再整備に向けた

取組を進めます。

区役所等庁舎整備事業

区役所等庁舎の現状を踏まえな

がら、計画的・効率的な整備を進

めます。

●幸区役所庁舎の再

整備に向けた基本方

針・基本計画の策定

●基本設計

●川崎区役所道路公

園センターの再整備完

了

事業推進

●整備

●完成・供用開始

（2014年度)

●実施設計

●整備着手

事業名 現状
事業内容・目標

●耐震対策補強工事

の実施（宮前区役所）

●区役所の長寿命化

へ向けた整備の実施

●区役所等庁舎及び

庁舎設備の計画的・効

率的な補改修の実施

●川崎区役所道路公

園センターの再整備に

向けた基本・実施設計

●富士見周辺地区整

備計画と連携した川崎

区役所庁舎複合化整

備に係る検討

●耐震対策補強工事

の完了（宮前区役所）

●区役所の長寿命化

へ向けた整備の実施

●区役所等庁舎及び

庁舎設備の計画的・効

率的な補改修の実施

●川崎区役所道路公

園センターの再整備着

手

●川崎区役所庁舎の

複合化整備に係る検

討

 

③ 区役所等庁舎の計画的・効率的な整備 
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【基本施策 Ⅶ－２－(4)】市民参加による区行政の推進 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●各区で運営している区民会議の審議結果を、

参加と協働による課題解決の実践活動につな

げるとともに、施策・事業等に適切に反映さ

せるなど、着実に課題解決につなげていくこ

とが求められています。 

●地域の課題解決に向けた取組を進めるため、

各区の区民会議委員が互いに情報交換を行い、

学び合う場を設定すること、また、相互の連

携を図り、取組を発展させていくことが必要

です。 

●暮らしやすい地域社会を築くための地域課題

の解決には、より多くの市民の参加・協働に

つなげていく必要があります。そのためには

区民会議に関する取組などについて多様な広

報媒体を活用して継続的に広報することによ

り、多くの市民と区民会議に関する情報の共

有を進めることが必要です。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●第３期に入った区民会議の運営を通じた課題

解決のサイクルがより的確に機能し、審議結

果に基づく区民の参加と協働による実践活動

の推進や施策・事業への反映が図られるよう、

各区において実効性のある運営を図ります。 

●各区の区民会議委員が情報交換を行い、相互

の連携を深めるため、また、広く市民に区民

会議の取組内容を PR するため、7 区の区民

会議交流会を開催します。 

●より多くの市民に区民会議の審議内容に関心

を持ってもらい、協働のまちづくりを推進す

るため、ホームページやパンフレットなどに

よる広報の拡充、フォーラム等の開催による

市民への浸透を図ります。また、市民アンケ

ートを実施するなど、その検証結果を活用し、

取組に反映させることにより、制度の充実に

つなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

区民会議運営事業

区民会議制度の定着及び、より実

効性のある制度運用を進めます。

区民会議運営事業（各区）

区民の参加と協働により、地域社

会の課題を解決するための調査

審議を行う区民会議の適切な運

営を図ります。

●第３期区民会議の

運営

●区民会議交流会の

開催

●認知度向上のため

の取組の推進

●第３期区民会議の

運営

●審議結果に基づき、

区民の参加と協働によ

る課題解決の取組

●区民会議交流会の

開催

●ホームページ等を活

用した認知度向上のた

めの取組の推進

●市民アンケートの実

施

事業名 現状
事業内容・目標

●第４期区民会議の

運営

●市民アンケートの検

証結果を活用した取組

の推進

●区民会議交流会の

検証及び今後のあり方

の検討

事業推進

事業推進●第３期区民会議の

運営

●審議結果に基づき、

協働による課題解決

の取組を推進

●第３期区民会議の

運営

●審議結果に基づき、

参加と協働による課題

解決の取組を推進

●第４期区民会議の

運営

 

① 区民会議の充実 

【基本施策 Ⅶ－2－(4)】市民参加による区行政の推進 

区民会議交流会の様子 
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【基本施策 Ⅶ－２－(4)】市民参加による区行政の推進 

 

 

 

 

■現状と課題 

●地域の課題について、市民に身近な総合行政

機関としての区役所が果たすべき役割はます

ます重要となっており、地域の課題を自ら発

見し、迅速かつ的確な解決を図っていく区役

所を構築する必要があります。 

●区役所が地域の総合的な視点から、より主体

的に地域の課題解決を進められるよう、地域

の課題解決や協働の推進に向けた区の計画及

び事業を充実するとともに、局と区の適切な

役割分担により課題解決が図られるよう、「区

における総合行政の推進に関する規則」を的

確に運用し、地域に身近な総合行政機関とし

て機能していくことが必要です。 

●各区では、地域の特性を活かした区づくりを

推進する事業や、地域が抱える課題の解決を

図るための事業に取り組むことが求められて

います。また、これらの取組を推進するため

の人材育成も行っていくことが必要です。 

●地方分権改革の進展に伴い、地域に身近な区

役所の今後のあり方について検討する必要が

あります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●市民に身近な区役所で、総合的な対応が図れ

るよう、「区における総合行政の推進に関する

規則」に基づき、局区間の情報共有及び課題

調整を進めます。 

●地域の課題について、区役所が主体的に解決

できるよう、区役所の予算機能の強化を図り

ます。 

 

●また、市民の参加と協働による地域のまちづ

くりを推進するため、人材育成基本計画や区

人材育成基本計画に基づき、区役所職員の人

材育成に取り組みます。 

●分権型の地域社会にふさわしい区役所とする

ため、今後の区役所のあり方について検討を

進めます。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

区役所機能の強化

地域の視点から総合的に課題解

決に取り組む市民協働拠点として

区役所機能を強化します。

事業名 計画期間の取組

放置自転車対策事業（再掲） 事業推進

道路維持補修事業（再掲） 事業推進

水路整備事業（再掲） 事業推進

●地域の課題解決や

協働の推進に向けた

区の計画に基づく取組

の推進

●「協働推進事業」・

「区の課題解決に向け

た取組」の見直しの検

討及び「地域課題対応

事業」として再編

●「区における総合行

政の推進に関する規

則」の運用

●地域における課題解

決や協働の担い手とな

る職員の育成

●区行政改革の推進

●地域の課題解決や

協働の推進に向けた

区の計画に基づく取組

の推進

●区の予算機能強化

に向けた検討及び取

組の推進

●「区における総合行

政の推進に関する規

則」の運用

●人材育成基本計画

や区人材育成計画に

基づき、市民との協働

の担い手となる区役所

職員の育成

●区行政改革の取組

の検証及び今後の区

役所のあり方の検討

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

水路の環境整備を図り、水辺との一体的な空間を創出し、水と緑のネットワークの形成に努めま

す。

事業概要

道路等の適正な維持補修を実施するとともに、経営的視点を踏まえた管理手法を検討します。

放置自転車の解消に向けた駐輪場整備や放置禁止区域の指定など、放置自転車防止対策を

推進します。

 

② 区における総合行政の推進 
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【基本施策 Ⅶ－２－(4)】市民参加による区行政の推進 

 

事業名 計画期間の取組

鷺沼駅周辺まちづくり調査事業

（再掲）

事業推進

地域情報化推進事業（再掲） 事業推進

道路改良事業（市道）（再掲） 事業推進

交通広場などの駅周辺の交通環境の向上に向けた検討などを進め、拠点地区の魅力の増進を

図ります。

地域の特性に応じた歩車道の拡幅・電線類の地中化などを行い、安全で快適な地域の交通環

境を確保します。

本市の魅力発信、市民の生活や活動に役立つ地域情報を発信するポータルサイトを整備しま

す。

事業概要
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 情報化による効果的な行政サービスの提供や情報共有のしくみづくりを進めると

ともに、さまざまな問合せや相談に迅速で適切な対応を図るための総合的な体制を整

備し、市民満足度の高い行政サービスを提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ－３ 市民満足度の高い行政サービスを提供する 

《基本施策》 

《政策の基本方向》 

《施策課題》 

市民満足度の高い行政サービスを
提供する 

市民本位の情報環境の整備 

迅速で的確な総合相談サービスの提供 総合的広聴制度の推進 

安全で効率的な情報化の確保 

ＩCＴを活用した参加と協働のしくみづくり 

電子市役所の充実 

市政情報の提供 
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【基本施策 Ⅶ－３－(1)】市民本位の情報環境の整備 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●市民が市政に参加し、市民自治を推進してい

くためには、市政情報を十分に得られる環境

を整備する必要があります。 

 

 

●市政だよりをはじめとするさまざまな情報媒

体を活用し、市民が地域で活動するために必

要な市政の情報等をより積極的に提供してい

くことが求められています。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●広報紙「市政だより」をはじめ、ホームペー

ジ、テレビ、ラジオ等のさまざまなメディア

を活用して、市政情報を市民にわかりやすく、

親しみやすい内容にして積極的に提供してい

きます。 

●市政情報を一元管理している「情報プラザ」

について、市民が利用しやすい環境づくりを

進めます。 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

広報事業

「市政だより」や広報誌、市ホーム

ページを通じて、市政に関する情

報を積極的に提供します。

放送事業

テレビ・ラジオ放送等を活用して、

市政に関する情報を積極的に提

供します。

情報プラザ等広報事業

情報プラザや各区市政資料コー

ナーを活用して、川崎の行政情報

や魅力を市内外に積極的に提供

します。

教育の広報に関する事務

教育行政に関する情報や事業を

市民へ広く周知するため、広報紙

やパンフレット、統計資料の発行

などを行います。

事業名 計画期間の取組

報道事務 事業推進

●「市政だより」の編

集・発行と配布世帯の

拡充

●ホームページによる

市政情報の提供

●「市政だより」配布場

所の拡充

●「市勢要覧」、「グラ

フ誌ひろば」の編集・発

行

●広報紙（誌）や市

ホームページなどによ

る市政情報の積極的

な提供

●「市政だより」の配布

拡大に向けた対策の

検討及び取組の推進

●「市勢要覧」、「グラ

フ誌ひろば」の発行に

よる川崎市の魅力の

発信

事業推進

●テレビ・ラジオによる

広報番組の放映・放送

●JR川崎駅の大型映

像装置等による広報

映像の放映

●テレビ・ラジオ広報

番組を通じた、市政や

市の魅力に関する情

報の提供

●大型映像装置等に

よる広報映像の放送

●かわさきＦＭの認知

度向上及び経営改善

支援

事業推進

●「教育だよりかわさ

き」の発行（年3回）

●「教育だよりかわさ

き」の発行（年3回）

●「情報プラザ」の管

理･運営

●広報掲示板の管理・

運営

●「市民便利帳」の編

集・発行

●「情報プラザ」の管

理･運営

●広報掲示板の管理・

運営

●「市民便利帳」の編

集・発行

市政情報を広く市民と共有し、信頼される市政を実現するため、戦略的・効果的な情報発信を

行います。

事業概要

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

事業推進

 
 

 

① 市政情報の提供 

【基本施策 Ⅶ－3－(1)】市民本位の情報環境の整備 
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【基本施策 Ⅶ－３－(1)】市民本位の情報環境の整備 

 

 

 

■現状と課題 

●情報化を取り巻く環境の変化や多様な市民や

企業のニーズに的確に対応した行政サービス

を提供するため、行政事務の効率化を図り、

ICT を効果的に活用した行政運営を推進する

必要があります。 

●行政運営には、業務システムの安全で安定し

た構築と運用が不可欠になっていますが、そ

のためには、各システムの基盤となる情報環

境や連携基盤の安全・安定性の向上及び情報

化を担う人材の育成を行っていく必要があり

ます。 

●市民・企業等のニーズへの的確な対応や利便

性が向上するような電子行政サービスの充実

と安定供給が求められています。 

●市のホームページをはじめとした電子行政サ

ービスにおけるユーザビリティ及びアクセシ

ビリティの向上を図るとともに、統括的な視

点から運用ルールを見直し、市民にわかりや

すく利用しやすいサービスの提供をめざす必

要があります。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●第２次情報化基本計画及び情報化実施計画に

基づき、本市の情報化施策を推進します。情

報化の推進にあたっては、業務の最適化を前

提に、システムの統合や連携による内部事務

の効率化を図ります。 

●利用者本位のユーザビリティを念頭に、統括

的な観点から電子行政サービスの見直しを

行います。 

 

●高齢者や障害者が制約を受けずに市ホーム

ページを利用できるよう、アクセシビリティ

の向上をめざしたリニューアルを行います。 

●利用者の増加が見込まれる携帯端末や、新た

な情報機器に対応した行政情報の発信・サー

ビスの提供を検討していきます。 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

行政情報化推進事業

効率的で信頼性が高い情報シス

テムの整備や、職員のICT利活用

能力の向上を進める情報化基本

計画を策定し実施します。

事業名 計画期間の取組

情報環境整備事務 事業推進

電子行政サービス向上事業 事業推進

公共施設利用予約システム事業 事業推進

電子申請推進事業 事業推進

ＣＡＬＳ／ＥＣ整備推進事業 事業推進

ＣＡＬＳ／ＥＣ整備推進事業（まちづ

くり局）

事業推進

事業概要

電子行政サービスの運用に必要な情報システムや通信ネットワーク等の情報環境を整備しま

す。

●情報化実施計画に

基づく情報化施策の推

進

●情報化推進に係る

調査研究

●第2次情報化基本計

画に基づく情報化推進

●情報化実施計画の

推進

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

●デジタル技術を活用

した行政事務の簡素

効率化・標準化計画策

定

●次期情報化基本計

画策定のための基礎

的調査

●デジタル技術を活用

した行政事務の簡素

効率化・標準化段階実

施

●次期情報化基本計

画の策定

●情報化実施計画の

改定作業

わかりやすい、使いやすいサービスの提供をめざすとともに、運用ルールの策定など、電子行

政サービスの統括的な視点から各種電子行政サービスの見直しを行います。

公共施設利用予約システム（ふれあいネット）の効率的・効果的な運用を進め、市民サービスの

向上を図ります。

電子申請システムの充実を図り、時間や場所の制約を受けない利便性の高い行政サービスを

提供します。

ＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業支援統合情報システム）の推進に向けて、公共建築物の図面の電子化、

書類等の保管管理の効率化を図ります。

ＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業支援統合情報システム）の推進に向けて、公共事業の各段階の情報を

電子化し、関係部局・市民・施工業者間で情報の共有をすることにより、公共工事の生産性の

向上や、コスト縮減、品質向上とともに、維持管理の負担の軽減や効率化を図ります。

 

② 電子市役所の充実 
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【基本施策 Ⅶ－３－(1)】市民本位の情報環境の整備 

 

 

 

■現状と課題 

●地域ポータルサイト等の ICT（Information 

and Communication Technology）を活用

した情報交流サービスを、市民や企業が安心

して利用できるしくみとして整備することが

必要です。 

●市民や企業にとって有用な地域情報を集積す

ることで、利用者が増えるといった循環をつ

くり出すために、効果的な事業広報を継続し

て行うことが必要です。 

●多様化する地域情報ニーズに対応した行政情

報の発信や、市民・市内企業の情報交流基盤

の整備を行っていく必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●地域ポータルサイトについては、協定サイト

の内容充実を事業者に求めていくとともに、

市民ニーズの高いサイトを追加するなど、利

用者の要望や視点に立った事業運営を行い、

市民の認知度の向上をめざした取組を推進

します。 

●情報技術や機器の進展にあわせ、既存メディ

ア以外による地域情報化及び情報基盤の整

備など、次世代情報受発信の方法について導

入検討を行います。 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

地域情報化推進事業

本市の魅力発信、市民の生活や

活動に役立つ地域情報を発信す

るポータルサイトを整備します。

事業推進

●次世代地域情報受

発信方法の検討

事業名 現状
事業内容・目標

●官民協働による地

域ポータルサイトの試

行実施（５サイト）

●電子メール配信

サービスの運用開始

●民間地域ポータル

サイトへの行政情報の

提供

●事業広報の実施

●利用者アンケートの

実施及び評価分析

●既存協定サイトの運

営状況の点検および

新規協定サイト追加

 

③ ICTを活用した参加と協働のしくみづくり 
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【基本施策 Ⅶ－３－(1)】市民本位の情報環境の整備 

 

 

 

■現状と課題 

●現在のシステムのライフサイクルや今後見込

まれる再構築、大規模改修計画を見据えて、

システムごとに再構築等の実施時期や方法な

どについて、調整する必要があります。 

 

●「ICT 部門の業務継続計画」を策定し、対策

について検討を進めていく必要があります。 

●安全で効率的な情報化を確保するためには、

個々の情報資産にあった情報セキュリティ対

策を実施する必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●引き続きCIO体制のもと、企画・開発・運用

開始時における経費の適正化や技術的妥当性

についてシステム評価を実施します。あわせ

て、システム稼動後の事後評価についても取

組を進めていきます。 

●「情報システム全体最適化計画」の進捗管理

を行い、システムの集中管理やシステム連携

基盤等の活用の拡大など、システムの最適化

を推進します。同時に、総務省が進めている

「自治体クラウド」については、情報技術の

推移などを見据えながら対応していきます。 

●簡略的な現行の「ICT 部門の業務継続計画」

を本格的な業務継続計画に改定し、実効性を

高めます。 

●実効性の高い情報セキュリティ対策を講じる

ために、所管課が自ら行う情報セキュリティ

対策を行うしくみをつくります。 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

情報統括監理推進事業

安全で安定した電子行政サービス

を提供するために、情報システム

の最適化を図ります。

事業名 計画期間の取組

情報セキュリティ対策事業

（再掲）

事業推進市が管理すべき情報資産がどのような状況にあるかを把握し、自ら情報セキュリティ対策を行う

しくみを構築し、推進することにより、情報セキュリティ対策の向上をめざします。

事業概要

事業名 現状
事業内容・目標

●ICT部門の業務継続

計画の見直し

事業推進

●ICT部門の業務継続

計画の策定

●情報システム全体

最適化計画及びアク

ションプランの策定

●セキュリティ対策の

中長期計画の策定

●情報セキュリティ監

査の実施

●情報システム全体

最適化計画に基づく、

ＣＩＯ補佐業務、システ

ム評価の実施

●情報システム全体

最適化計画の進捗管

理

●ICT部門の業務継続

計画の検討

 
 

④ 安全で効率的な情報化の確保 
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【基本施策 Ⅶ－３－(2)】迅速で的確な総合相談サービスの提供 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●市民サービス向上のため、区役所代表電話な

ど、総合コンタクトセンターで実施する業務

を充実させるとともに、利便性や満足度を高

めるため、サンキューコールかわさきにおけ

る電話応対及び回答内容の質の向上を図る必

要があります。 

●住民投票に係る法令の改正や住民基本台帳法

等の一部改正に伴う条例改正、また、国の制

度改正等の動向を見極めながら、住民投票の

実施に支障を来たさないよう十分な準備を進

める必要があります。 

●市政に対する市民のさまざまな「声」を個別・

調査・政策広聴等さまざまな手段を用いて収

集し、市政に反映する必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●総合コンタクトセンターにおける業務とし

て、予約受付、イベント案内、ネット窓口か

わさきのヘルプデスク等の電話応対業務を

統合実施（30 業務以上）し、区役所代表電

話を総合コンタクトセンターに順次統合し

て、市民サービスの向上及び業務の効率化を

推進します。 

●住民投票制度の適正な運営、住民及び庁内関

係部署への制度周知、住民投票に係る法令の

改正や住民基本台帳法等の一部改正に伴う

条例改正及び投票資格者名簿等に係る住民

投票システムの改修を実施します。 

●インターネットや手紙、電話など市民に身近

な手段を用いて収集するとともに、市民アン

ケートなどの調査広聴に取り組みます。 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

総合コンタクトセンター整備運営

事業

市政に関する問合せなどを一元

的に受け付け、迅速かつ的確に対

応します。

住民投票制度運営事業（再掲）

市政に係る重要事項について、直

接、住民の意思を確認するしくみ

である住民投票制度を適正に運

営し、住民の市政への参加の推

進を図ります。

事業名 計画期間の取組

広聴等事務 事業推進

相談広聴事業 事業推進

パブリックコメント制度運営事業

（再掲）

事業推進パブリックコメント制度を適切に運営し、自治運営の基本原則である情報共有と参加の実効性を

高めます。

●住民投票制度の安

定した運営と円滑な住

民投票の実施に備え

た住民及び庁内関係

部署への制度周知

●住民基本台帳法等

の一部改正に伴う条例

改正及びシステム改

修についての検討

●住民投票制度の適

正な運営と円滑な住民

投票の実施に備えた

住民及び庁内関係部

署への制度周知

●住民基本台帳法等

の一部改正に伴う条例

改正及び投票資格者

名簿等に係るシステム

改修実施

事業概要

生活上の諸問題を解決するため、区役所等において行政機関や法律の専門家等による相談事

業を実施します。

市政に対するさまざまな声をインターネットや手紙、電話など市民に身近な手段を用いて収集す

るとともに、市民アンケートなどの調査広聴を実施します。

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

事業推進●「サンキューコール

かわさき」の業務統合

●地域ポータルサイト

との連携の検討

●区役所代表電話の

統合

●総合コンタクトセン

ターの適正な運営

●総合コンタクトセン

ターにおける統合業務

の実施

●区役所代表電話の

追加統合

 

① 総合的広聴制度の推進 

【基本施策 Ⅶ－3－(2)】迅速で的確な総合相談サービスの提供 
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■政策を側面から支える事務事業 

●実行計画における政策体系に基づく事務事業

は、まちづくりの基本目標の達成に向けて取

り組む、基本構想に掲げる施策の手段として

位置付けられるものです。 

●しかしながら、政策体系に位置付けられた

個々の事務事業だけで課題解決に向けた取組

がなされるわけではなく、こうした事務事業

の執行を側面から支える人事・労務管理や財

務、庶務などの内部管理的な事務が必要です。 

●また、行政運営にあたっては、選挙管理委員

会や人事委員会等の行政委員会や、市民意見

の市政への反映の場である議会についても、

これらを運営するための組織や費用予算が必

要です。 

■その他の経費 

●7つの基本政策や、「政策を側面から支える事

務事業」の経費以外にも、行政にはその他の

経費があります。主なものとしては、市債の

償還金元金・利子や繰出金などがあります。 

●公共公益施設や都市基盤等については、比較

的長期にわたって市民に供用されるものであ

るため、その整備に要する費用は、現在の市

民だけでなく、将来の市民においても負担す

るのが妥当であるとの考え方に基づき、一定

の基準のもと市債を発行することが認められ

ています。このため、毎年度支出される市債

の償還金元金及びその利子については、現在

行われている事務事業の経費ではないため、

その他の経費として取り扱います。 

●地方自治体には一般会計のほか、特別会計や

企業会計があり、一定の基準のもと会計間で

経費の繰出・繰入が行われます。繰出金は、

繰出先の会計で最終的に歳出予算として充て

られるため、集計上は二重計上となることか

ら、その他の経費として取り扱います。 

■計画の進行管理との関係 

●この実行計画は、すべての事務事業を対象に

するとともに、３か年の財政的な裏付けをも

った実行性に配慮した計画として策定するも

のです。 

●計画期間中においても社会経済状況や財政状

況の変化等が十分予想されることから、その

実行性を確保していくためには、計画の進行

管理を行い、より効果的・効率的に事務事業

の執行ができるよう施策調整を行っていく必

要があります。 

●このため、政策体系に位置付けられた事務事

業のみを対象として計画の進行管理を行うの

ではなく、内部管理的な事務や経費も含めた

すべての経営資源を把握し、計画の進行管理

を行っていくこととします。

 

政策の執行を支えるその他の事務事業・経費 

事務事業の執行に直接必要な経費

行 政 委 員 会 等 の 事 務 

（ 教 育 委 員 会 を 除 く ） 

事務事業の執行を支える内部管理事務

 庶務・経理事務／企画調整事務
 人事・労務管理／財務
 課税・徴税事務 など

市債の償還金元金・利子
他会計への繰出金／予備費など

まちづくりの基本目標
「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる持続可能な市民都市

かわさき」をめざして 

７つの基本政策に
位置付けられる事務事業

事務事業の執行に直接必要な経費

事務事業の執行を支える内部管理事務
 庶務・経理事務／企画調整事務
 人事・労務管理／財務
 課税・徴税事務 など

事務事業の執行に直接用いられない経費

まちづくりの基本目標

「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる持続可能な市民都市かわさき」をめざして 

７つの基本政策に
位置付けられる事務事業

行
政
委
員
会
等
の
事
務 

（
教
育
委
員
会
を
除
く
） 

議
会
関
連
の
事
務

政策体系とその他の事務事業・経費との関係
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